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アジア各国の世界に占めるコンテナ取扱量のシェア
アジア各国の世界に占めるコンテナ取扱量（TEU）のシェアは1990年には4割を切っていたが、
その後拡大し続け、2020年には58.3％となった。

（注）①中国、シンガポール、香港、日本、韓国、マレーシア、台湾、インド、インドネシア、タイ、ベトナム、フィリピン、スリランカ、パキスタン、バングラディシュ、ミャンマー、カンボジアのデータ。
　　　②取扱量はContainerisation International推定値。

出典：Containerisation International、UNCTAD

コンテナ取扱量の上位を占めるアジアの港湾
中国を中心にアジア諸国発着のコンテナ貨物が増加したため、世界のコンテナ取扱量上位10港のうち、9港がアジアの港湾であり、
そのうち７港を中国の港湾が占めている。

出典：Lloyd’s List One Hundred Ports 2021、Containerisation International
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上海（中国）

シンガポール（シンガポール）

寧波（中国）

深圳（中国）

広州（中国）

青島（中国）

釜山（韓国）

天津（中国）

香港（中国）

ロッテルダム（オランダ）
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港　名（国名）
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28,720

26,550

23,505

22,010

21,824

18,353

17,953

14,349

2020年の
取扱量

（千TEU）

取扱量の順位

（％）

（年）

（注）取扱量はThe Top 100 Ports in 2020確定値。 

世界全体のCO2排出量に占める国際海運の割合1
2018年の国際海運のCO2排出量は約7億トン。世界全体の2.1%。 出典：IEA 「CO2 Emissions From Fuel Combustion Highlights 2020」
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環境保全

出典：国土交通省海事局

国際海運における環境規制の全体像2

2

国際海事機関（IMO）によって採択された海洋汚染防止条約（MARPOL条約）やバラスト水規制管理条約等を通して、船舶からの温室効
果ガス（GHG）及び硫黄酸化物（SOx）・窒素酸化物（NOx）の排出削減、また、バラスト水に含まれる水生生物による生態系破壊・漁業
被害対策が統一的に規制されている。

環境に関する主要な課題

4. シップ・リサイクル対策

1. 海洋汚染対策 2. 大気汚染対策

3. 水生生物対策

●海運・造船大国の一つとして、海洋環境保全に積極的に取組むことは当然の責務。
●他方、環境規制と安定した交通・輸送体系の確保、産業成長の適正なバランス確保も重要な観点。
●さらに、わが国海事産業が擁するトップランナー技術の先行国際ルール化を通じ、環境保全とわが国の海事産業の競争力強化の両者
の達成を目指す。

〇船舶の解体時の劣悪な労働環境問題が顕在化し、2009年
シップ・リサイクル条約を採択

〇船内有害物質リストの普及と安全・環境に配慮したリサイ
クル施設の確保が課題

（１）NOx・SOx規制（MARPOL条約附属書Ⅵ）
　　〇船舶から排出される窒素酸化物（NOx）及び硫黄酸化物（SOx）に

　　よる人体への悪影響や酸性雨の影響への懸念から、MARPOL 
　　　条約附属書VIを採択

（２）GHG削減（地球温暖化対策） （MARPOL条約附属書Ⅵ）
　　〇国際海運はUNFCCCパリ協定の対象外。IMOで審議
　　・2013年　新造船燃費規制（EEDI）を導入（以降継続的に強化）
　　・2018年　長期削減目標（GHG削減戦略）採択
　　・2019年　全船舶への燃料消費実績報告制度（DCS）を開始
　　・2023年　現存船燃費規制（EEXI）・燃費実績格付けを開始
　　・（現在）新たな国際ファンド創設、経済的手法（MBM）等を審議中

（３）ブラックカーボン
　　〇北極域の氷雪上に沈着したブラックカーボンが氷雪融解を促進

　　することが問題視され、対策を議論中

（１）油・有害液体物質の規制（MARPOL条約附属書Ⅰ、Ⅱ）
　　〇大規模油流出事故等を契機として、MARPOL条約を採択
　　〇その後も、重大なタンカー事故を契機に規制を強化
　　　（ダブルハル化等）

（２）廃棄物の規制（MARPOL条約附属書Ⅴ）
　　〇2013年1月1日より船舶からの廃棄物の排出を原則禁止
　　　（ブラックリスト方式からホワイトリスト方式へ移行）

（１）バラスト水の規制（バラスト水規制管理条約）
　　〇バラスト水を介した生物の越境移動による生態系破壊対策とし
　　　て、2017年バラスト水規制管理条約が発効

（２）船体付着生物の規制
　　〇2011年、船体に付着した生物の越境移動による生態系破壊が
　　　問題視され、ガイドラインを策定。現在新たな対策を議論中

（３）船底塗料の規制（AFS条約）
　　〇有機スズの使用を禁止。更に、規制物質（シブトリン）の追加を
　　　決定

（４）水中騒音
　　〇船舶による騒音がクジラ等へ与える影響等を議論中

基本的対応方針
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